
Ⅰ B06 産学官連携研究による 商品化過程の 実態 

0 高津 義典 ( 香川大学工学 ) 

    はじめに   「本格販売」 

新技術の商品化過程においては「 死 ㈹ 谷 」と表現され。 ( 連携体制が終了した 後に「 産 」つまり企業のみが 商品 

る 様々の困難があ る。 その実態はいかなるも グ ) であ るか 化 研究に関わりたケースも 多い。 ここではそれらも 含め 

を、 実際㈲産学官連携研究 ( 以下、 i 連携研究 ! という )  て、 当該研究プロジェクトが 最終的にどこまで 到達した 

に即 L, て アンケート調査した。 かを聞いた ) 

調査において、 プロジェクトの 成功率など㈲ 全体的傾 

向を把握するには、 一定地域における 連携研究を悉皆的 田 1 連携研究 つ ロジェ ウト の到達 京 ( 伸捷 ) 

に 把握・することが 必要と考ぇ - た 。 

そこで香川県下にあ る工学系研究所㈲すべて、 つまり 

国立研究所 (W ぢ虫立 行政法 ソ、 化された ) 、 県の公設試験研究 

機関、 民営㈲研究所 ) 国立大学および 民間企業 ( 連携 研 

究の実績があ るものに限る ) に属する研究者について、 
  

  アンケート調査をお 願いした。       
わ 0 名の研究者に 調査 票 をお送りしたと 二ろ 、 125 名   

の 研究者から回答を 得た ( 回答率 50%L 。   
巳 試験販売まで ■本格板井まで Ⅰいまだ研究 笘は中   

こゎ， らの研究者がこれまでに 関わった連携研究の プ 

ロジェクト数合計は、 357 件であ っだ。 ( 同一プロジェー ク いまだ研究継続中のもの㏄ 件を除くと、 - 応の結末を 

ト に、 県内の複数の 研究者が同時に 関わったケースもあ 迎えているのは 294 件であ ろ。 

るので、 重複計算されたプロジェクトも ，あ ，る ) このうち過半を 超えるのものが、 事業化研究に 至る以 

前 ( つまり開発研究まで ) で途絶している。 芳しい研究 

2.  連携研究プロジェクトの 到達 点 成果が得られなかったなどのためであ ろう。 

連携研究には、 民間企業が参画するのが 通例であ るか 事業化研究以降に 至った 111 件のうち、 38 件、 34% 

つ ・ 、 ぅ ぜん上市 ( 市場で販売され - ること ) をねらいと (,38 ソ 111) は事業化研究の 段階で終了した。 21 件、 19% 

する。 しかし研究開発は 必 、 ずしも所期の 成果を伴うもの ( 二 21 バ 11) は「試験販売」を 行う た 至ったが、 そこで商 

  で ばなく、 そこまで到達しな 1, 、 ものも多い。 品 化をあ きらめた。 この 2 つ をあ おせると hg 件、 OJ,, と 

今回の調査で 把握された 357 のプロジェクトが「基礎 なる。 

研究から商品化にいたる 段階のどこまで 到達したか」を 結局、 本格販売まで 到達したプロジェクト 数 は ㌍件で、 

次の 5 段階に分けて 聞いた。 その結果が図 1 であ る。 研究継続中を 除いたプロ， ェ クト総数 294 件に占める 割 

  「基礎的研究」 ( いわぬる基礎研究と 応用研究 ) 合は、 17%  分 ト 52/294)  であ る。 

  「開発研究」 こうしたアンケート 調査の通例として、 成功に至った 

，「事業化研究」 ( 改善改良をめざす 商品化のだめの 最終 プロジェクトの 回答率は相対的に 高く、 そうでな。 プロ 

段階の研究 ) 、 ジェク ト のそれは低いと   巴   われる。 そのため、 商品化に 

  「試験販売」にそれに 伴 う 研究 ) 成功しだ ( 本格販売に至った ) プロジェクトの 割合は 、 
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実際にはもっと 小さいと考えていいであ ろう。 連携研究 4.  プロジェクトの 推進体制 
において「死の 谷」は 、 深く越えがたい。 プロジェクトの・ 研究体制や研究期間などはどのような 

もっとも、 本格販売に至らず 途中で断俳された 研究が ものであ ったか。 その概要をまとめると 表 1 のとおりで 

すべて無意味であ ったというわけではない。 別の設問に あ る。 ( 本稿の最後のぺ ー ジに掲げてあ る ) 

おいて「当該研究の 要素技術が他に 生かされた」との 回 連携して研究を 進めている局面では、 参加した機関数 

答 がかなりあ った。 は 4 強、 研究者数は 10 ～ 12 人 ( 企業研究者のウェイトが 

大きい ) 、 研究期間は 3 年前後であ る。 

3.  連携の成立 連携研究が終了した 後も含め、 プロジェクト 全体を視 

連携研究の過程をより 詳細に把握するため、 各研究者 野に入れると、 研究期間が 4 午前後、 要した研究資金は 

が関わったプロジェクトが 複数あ る場合、 そ ㈹中でもっ 1 億円弱であ る。 

とも「自負するプロジェクト」を 選んでもらった。 これ これが連携研究に 関わるプロジェクトの 平均的な姿で、 

以降はそのプロジェクトについての 回答であ る。 意外に大がかりであ る。 そのプロジェクトが 本格販売の 

当該ブロジェ グト において @ 連携が成立したきっかけ」 段階まで至ったかどうかによって、 研究体制、 期間、 資 

について、 企業、 大学、 研究所 ( 国立、 県立、 民営を併 金などにあ まり差がない。 

せたものを言 う 。 以下同じ ) のうち、 どの立場のものが 

最初に呼びかけたかを 聞いた。 この間、 研究の各段階においてリーダ 一役はどの立場 

回答数 87 のうち、 企業からが 32 、 大学からが 22 、 研 のものが携わったかを 聞いた。 結果は図 3 のとおり。 

充所からが 24 、 l どちらともなく」が 9 であ った。 ( 各段階でリーダ 一役が拮抗する 場合にはく複数回答 

どの立場のものからが 多いというわけではない。 どの 可 ) のもとで聞いた。 最大回答者数は 92 であ るが、 途中 

  立場でいても 構想、 を持つものが 積極的に呼びかけるべき で断俳されるプロジェクトがあ るので、 後の段階に至る 

ことが感じられる。 に従い、 回答数は少なくなる ) 

後の研究段階に 至るほど、 当代のことながら、 企業の 

「連携を成立せしめた 要因は何か」を 選択肢をあ げて リーダー性が 強くなる。 

( 複数回答 可 ) のもとで聞いた。 結果は図 2 のとおり。 
田 Ⅰ研究 の Ⅱ 一ヴ 一役 

口言 違擦 研究を成立させた 専日 ( 口番 宙 、 グラフの夜さ 佑甘 番地車 ) 

( 甘侍舌窩 8 ゥ にしめもも 甘 笹の割合 ) 
Ⅰ 珪的 研究の段 后 

        

当亨 者の捧 り，な Ⅰきかけ   

        Ⅱ 尭 研究の且 店 

柏手の再度な ウ n 桂   

      
圭 文化研究の段 片       

  

    
地硅 的な屯さ     世故Ⅰ克に 伴 なう研究 

      

  本格 憶 売位の改良研究 

@ar ・ wiiroit 。 67 ，                                                       

㎝ 。 ㏄ 2 ㎝ 3 ㎝ 鵬 。 ㎝ 6 ㎝ 70'  8 ㎝ 5 ㎝ 。 00' 

・ロ金葉Ⅰ大学 " 一 -""" " 白 研究所 
補完しあ ぅ 専門性が重視されるとの 回答が多 い ほか、 

お互いの執意や 卑近な存在であ ることが重要な 要因にな これと対比して、 研究資金の負担が 各段階においてど   

っている。 かなり長期にわたっての 共同作業となるだけ うなるかを聞いた。 その結果が図 4 であ る。 

に 、 当殊 のことであ ろう。 ( 各段階で負担が 複数組織にまたがる 場合には俵数日 
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答可 ) のもとで聞いた。 最大回答者数は 85) 困難度が高いと 回答され，たのほ「 コヌ、 トの 引き下げ」で 

田 4 研究 笘 至の負担 
( 甘苦 捷 ・ ケ ラフの夜さぼ 身 番 比率 ) 

Ⅰ 硅的 研究の段 由 

朋尭 研究の段 時 

下文化研究の 段 后 

W@K*K@ttWSi 

本格板赤後の 鞭 良 研究 
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  口金葉日大学 亡 研究所 

あ った。 

新商品として 上市しょうとすれば 当然、 先行品や類似 

品と比較したコストが 重要な要素になる。 連携研究によ 

る新しい技術要素をもととした 新商品であ っても、 市場 

で 需要者の選好を 得るには " 価格 " を無視できない。 

これに次いで「人材、 資金の確保」や「品質・ 性能の向 

」 : 」などが、 困難度が高いと 意識されている。 

複数の組織が 参画するプロジェクトではあ るが「当事 

者 間の意思疎面や「上層部の 理解」などはさして 困難 

どは意識されていない。 それだけ連携研究が 研究者間に 

根づいている 証左であ ろう。 

後の段階ほど 企業の負担が 大きくなる傾向は 、 先のリ 

ーダ一役の場合と 同じであ る。 しかし全体的にみて 企業 

の資金負担がリーダ 一役の場合より 大きい。 

「 智 恵は大学や研究所、 金は企業」という、 連携研究 

の性格が浮き 彫りになる。 

5.  商品化における「死の 谷」 

連携研究が商品化に 至らず、 いわゆる「死の 谷」に陥 

る要因は何であ ろうか。 各 プロジェクトについて「研究 

途上における 難易」を、 図 5 に示した各項目について 答 

えてもらった。 回答者数は 89 であ る。 

田 5 研究途上の珪 拐 ( 甘苦比率 ) 

ここではグラフで 示さないが「事業化研究や 試験販売 

0) 段階で課題は 何であ ったか」について 聞いたところ、 

商品。 の「機能・性能のレベルアップ」のほか、 「コスト削 

減」、 「 品 賞のバラツキをなくずる」など 生産過程に関す 

る 課題、 また「操作性の 向上」、 「耐久性の追求」、 「 形や 

デザイン」など 買い手の選好を 踏まえた課題があ げられ 

た @ 。 

「出来上がった 商品についての 満足度如何」を 聞いた 

設問でも、 満足度の低い 要素として、 コスト、 形 / デザイ 

ン、 操作性がこの 順番であ げられた。 一方、 機能・性能 

ほ ついては相対的に 満足度が高かった。 

上市に向けた 条件を考えたとき、 これをクリアできな 

い 。 ここに「死の 谷」の深淵があ りそうだ。 新商品の本 

コストの 弓 店下げ 質的な機能や 品質とはいえないところで、 しばしば険路 

技術 的困 Ⅰの打桶 
に 陥る。 

新商品開発において 基本的な技術課題を 達成しえたと 
研究人材 0 Ⅰ佳味 

しても、 市場における 競争や類似品との 競合に打ち勝て 
研究黄金の確保 るか、 需要者の選好を 得られるかなどの 市場条件が最後 

品 仮性能向上 の 決め手であ る。 

研究畔内の確保 
連携研究という " 革新性 " が意識されるプロジェクト 

においては、 ともすれば見逃されがちであ るから、 常に 
当ウ肴面 の 広忠珪 Ⅰ 

念頭に置かれなければならない。 
  

土居 部 の 理屋       
            6.  連携研究を増加させるには 
  困難Ⅰやや日韓Ⅰふつう 臼 やや容易 ロ 容易 

「連携研究をさらに 増加させるには 何が有効であ ろう 

研究開発であ るから「技術的困難の 打開」にもっとも か」。 図 6 に凡例で示した 選択肢をあ げてく複数回答 可 ) 

苦労したであ ろうと予測されたが、 意外にも、 もっとも ク ) もとで答えてもらった。 回答者数は 121 であ る。 
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向上や情報開示」など 研究組織の意識変革を 求める回答 
田 Ⅰ 連持 研究をりやすに は ( 甘 苔衣 ) 

が 続く。 
        

公的助成 り Ⅰ 加     「秘密保持契約」がうまく 機能することの 重要性も 、   
交瀬 Ⅰ令の埼 加 

近時、 強く意識されている。 

  
  7.  むすび 

産学官の連携によっで、 新たな技術の 芽を得、 それ， を 

もとに我が国企業のイノベーションを 図る。 このことが 

現下の日本経済にとって 緊要の課題になっている。 

しかし商品化には「死の 谷」が潜むといわれるよ う に 、 

連携研究がいつも 成功ずるわけではない。 また、 かなり 

長期にわたりか つ 相当の資金を 要する覚悟も 必要だ。 

そのため、 公的な助成をいっそ う 拡充することが 何よ   りも望まれる。 

実施する当事者においては、 製品の具体的なイメージ 

「公的助成の 増加」や「交流機会の 増加」など、 連携の を持ち、 市場を意識しつつ 取り組むこと、 そして何より 

きっかけを得ることが 何よりも重要であ ると意識されて も熱意を絶やさない 体制づくりが 必要であ る。 

いる。 

現に、 地域では「公的助成を 獲得できたら 連携研究を [ 引用文献 ] 

始めよう」 との 心 積もりで準備されているプロジェクト 起業研究会編「産学官連携研究にもとづく 商品化 過 

が 目白押しであ る。 程に関する調査研究」 産業研究所 2003 年 2 月 

次いで「企業がより 前向きになる」「研究機関の 能力 

技 1  % 掠 研究に 而 わるつロジェ ウト の 世 Ⅰ 

連携研究者が 関与 うち、 本格販売に 

した プロジェクト ( 全体 ) 至ったプロジェクト 

平均の値 回答数 平均の値 回答数 

回答者数 計     Ⅰ 25  1 I  39  I 

参加した組織 数 

研究者数 ( 企業 ) 

4.5 88 4.1 36 

5.5 84 6.4 35 

連携研究 
        

    ( 大学 )   2,2 6 Ⅰ   3.4 Ⅰ 8   

"  ( 研究機関 ) 2,3 77 

研究期間 2 年 10 ケ月 87 

2.5 32 

3 年 ] ケ月 37 
  

プロジェクト 全体 
研究資金 9435  万円 83 9640  万円 32 

研究期間 3 年 6 ケ月 86 4  年 1. 5  ケ月 32 

事業化研究の 期間 2 年 3 ケ月 47 2 年 ] ケ月 28 

試験販売の期間 Ⅰ年 1] ケ月 30 1 年Ⅱ ケ月 2 Ⅰ 

  売り上げた期間 6 年 2.5 ケ月 ヰ 4 

売り上げ実績 累積売上高 

最高時の年間売上高 

8.9 億円 13 

]. 7 億円   11 
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